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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第174期
第３四半期
連結累計期間

第175期
第３四半期
連結累計期間

第174期

会計期間
自　2012年４月１日
至　2012年12月31日

自　2013年４月１日
至　2013年12月31日

自　2012年４月１日
至　2013年３月31日

売上高

(第３四半期連結会計期間)　
(百万円)

4,042,960 

(1,357,050)

4,588,796 

(1,549,589)
5,800,281 

営業利益　 (百万円) 98,265　 153,347　 193,409 

税金等調整前

四半期(当期)純利益
(百万円) 91,043 91,004 154,646 

当社株主に帰属する　

四半期(当期)純利益

(第３四半期連結会計期間)　

(百万円)
54,521 

(29,375)

38,675 

(17,143)
77,366 

当社株主に帰属する　

四半期(当期)包括利益
(百万円) 111,647 220,855 246,219 

株主資本　 (百万円) 939,200 1,221,298 1,034,268 

純資産額 (百万円) 1,383,887 1,640,703 1,416,077 

総資産額 (百万円) 6,014,425 6,474,719 6,100,002 

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期(当期)純利益

(第３四半期連結会計期間)　

(円)
12.87 

(6.94)

9.13 

(4.05)
18.27 

株主資本比率 (％) 15.6 18.9 17.0 

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △107,345 70,643 132,316 

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △151,551 △191,945 △196,347 

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 254,133 93,058 41,772 

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) 217,905 196,443 209,169 

（注）１．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に基づいて作成されています。　

　　　２．当社は、2012年７月に行った米国法人IBM社(International Business Machines Corporation)のリテール・ストア・ソリューション

事業の買収について、Accounting Standards Codification 805「企業結合」に基づき、取得金額の資産及び負債への配分を完了しま

した。これに伴い、第174期第３四半期連結累計期間、第174期第３四半期連結会計期間及び第174期の数値を一部遡及的に組み替えて

表示しています。　

　　　３．売上高には、消費税等は含まれていません。

　　　４．営業利益は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出したものであり、経営資源の配分の決定及び業績の検

討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。事業構造改革費用及び固定資産売廃却損益等は、当社グループの営

業利益には含まれていません。　

　　　５．純資産額は、連結貸借対照表の資本合計(株主資本及び非支配持分の合計)を表示しています。

　　　６．株主資本比率の計算にあたっては、連結貸借対照表の株主資本を使用しています。

　　　７．基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期(当期)純利益は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づいて計算されています。

　　　８．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していません。
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２【事業の内容】

　当社は米国会計基準によって四半期連結財務諸表を作成しており、当該四半期連結財務諸表をもとに、関係会社に

ついては米国会計基準の定義に基づいて開示しています。これについては、「第１　企業の概況」及び「第２　事業

の状況」において同様です。

　当社グループは、当社及び連結子会社592社(2013年12月31日現在)により構成され、「電力・社会

インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「ヘルスケア」、「電子デバイス」、「ライフス

タイル」及び「その他」の６部門に関係する事業を行っています。

　また、持分法適用会社は193社(2013年12月31日現在)です。

　当第３四半期連結累計期間(以下「当期」という。)において、当社グループが営む事業内容につい

て、重要な変更はありません。

　　

　当期において、各事業に係る主要な関係会社の異動は概ね以下のとおりです。

　　(電力・社会インフラ)

　　　2013年10月、当社の連結子会社であった東芝産業機器製造㈱は、当社の連結子会社である東芝

産業機器システム㈱に吸収合併され、解散しました。

　　　当社はインド法人Vijai Electricals Ltd.の電力・配電用変圧器及び開閉装置事業を取得する

ため、新会社(現在の東芝電力流通システム・インド社)を設立し、2013年12月、同社は同事業を

取得しました。

　　(コミュニティ・ソリューション)　

　　　2013年８月、当社は池上通信機㈱に同社の発行済株式総数の19％を譲渡したため、同社は当社

の持分法適用会社から除外されました。

　　(ヘルスケア)

　　　主要な異動はありません。

　　(電子デバイス)

　　　主要な異動はありません。

　　(ライフスタイル)

　　　主要な異動はありません。

　　(その他)

　　　2013年５月、当社はイオンフィナンシャルサービス㈱に東芝ファイナンス㈱の全株式を譲渡し

たため、同社は当社の連結子会社から除外されました。

　　　　

　当社は2013年10月１日付で、事業グループを「デジタルプロダクツ」、「電子デバイス」、「社会

インフラ」、「家庭電器」から、「電力・社会インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、

「ヘルスケア」、「電子デバイス」、「ライフスタイル」に再編し、当第３四半期連結会計期間から

報告セグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　

四半期連結財務諸表に対する注記　16．セグメント情報」に記載のとおりです。

　

　なお、2014年１月１日、当社の連結子会社であった東芝コンシューマエレクトロニクス・ホール

ディングス㈱は、当社に吸収合併され解散しました。

　また、2014年１月30日、当社は連結子会社である東芝ホームアプライアンス㈱に映像事業を承継さ

せる吸収分割契約を締結しました。これに伴い、同年４月、当社は映像事業を会社分割する予定で

す。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　下記に記載の内容を除き、当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生及び

前事業年度の第174期有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。変更点は下線で示しています。なお、変更点の前後について一部省略しています。また、以

下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第

２　事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

　なお、文中の将来に関する事項は当四半期報告書提出日(2014年２月10日)現在において判断したも

のです。

　

(2)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に係るもの

１）デジタルプロダクツ部門の事業環境

　全文削除

　

１）電力・社会インフラ部門の事業環境

　電力・社会インフラ部門は、政府、地方公共団体向け等の公共投資、民間設備投資に係る売上が当

部門の売上の相当部分を占めています。当部門はこれらの投資動向を見据えて事業を遂行し、新規事

業、新規顧客の開拓にも努めていますが、公共投資の減少、遅れや景気後退に伴う民間設備投資の低

迷、為替変動が当部門の事業に影響を与える可能性があります。

　また、当部門は、世界各国、各地域で大規模案件の推進及び受注を行っていますが、案件の仕様そ

の他の条件の変更、工程遅延、材料価格の高騰、政策の変更その他による計画変更・凍結・中止や災

害発生等が事業遂行に大きな影響を与えることがあります。特に、収益計上が工事進行基準によって

いる場合には、案件の収益が当初の想定より悪化した場合や当該案件が何らかの事情により遅延又は

中止となった場合は、過去に当該案件に関して計上した収益を見直して損失として計上する場合があ

ります。また、条件の変更や工程遅延が生じた場合に追加で発生したコストを発注元その他に転嫁で

きず回収不能となる可能性もあります。受注を目的として当該案件を推進する事業者に出資を行う案

件については、出資の減損、資金負担の増加や投資回収の遅れ等が生じる可能性があります。これら

に対応するため、市場、案件の動向把握に努める他、投資判断、受注前及び受注後それぞれの段階で

リスク管理を徹底するとともに、前払金や出来高払いの合意、仕様変更、工程遅延等の場合の費用填

補の合意等を可能な限り行うことにより適切なリスク回避を図っています。現在進行中の案件につい

ても資金拠出者の方針変更等により継続が困難となる可能性がありますが、現時点においては継続中

の案件の資金拠出者の獲得に努めています。

　(「なお、」に始まる一段落削除。)

　東日本大震災を端緒とする国内の電力会社による電力流通分野への投資抑制が当社の電力流通シス

テム事業に影響を与える可能性があります。これに対応し、電力流通システム事業の製造を含むグ

ローバル展開を加速し、新興経済地域を中心に事業拡大を図っていきます。

　

２）コミュニティ・ソリューション部門の事業環境

　コミュニティ・ソリューション部門は、ビル、工場、住宅等、設備関連のファシリティ事業から都

市インフラソリューション事業、リテール事業まで、都市・地域における様々なソリューションの実

現を図るべく、複合的なソリューション事業を展開するとともに、スマートコミュニティ事業を強化

しています。また、当社グループは、世界各国、各地域のスマートコミュニティ実証実験に参画し、

各自治体と連携して複合ソリューションを展開しています。

　当部門は、公共投資及び民間設備投資に係る売上が当部門の売上の相当部分を占めているため、世

界各国、各地域における、公共投資の減少、景気後退に伴う民間設備投資の低迷、建築・住宅着工の

動向等が、当部門の事業に影響を与える可能性があります。

　当部門は、世界各国、各地域で事業展開を図っていますが、案件の仕様その他の条件の受注後の変
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更、政策の変更その他による計画変更・凍結、規制の変更、材料価格・人件費の高騰や災害発生等が

事業遂行に大きな影響を与えることがあります。また、為替変動等が当部門の事業に影響を与える可

能性があります。

　

３）ヘルスケア部門の事業環境

　ヘルスケア部門は、メディカル事業が当部門の売上の大部分を占めています。メディカル事業は、

新興国の医療インフラ整備が進む中で世界的に市場が拡大・成長していますが、一方で、高齢化が進

行する国では、社会保障費の増大が課題となっており、医療費削減政策による影響を大きく受ける事

業環境にあります。

　医療機関向け製品は、その性質上、新技術・新製品の臨床効果の検証に時間を要し、さらには各国

の薬事法関連規制へ対応し承認・認証等を取得する必要があることから、構想、研究開発から製品販

売までに時間を要します。一方、近年の医療技術の進歩は目覚しいものがあり、各国の先進医療機関

と連携した最先端の研究開発がグローバルに展開されています。医療技術革新のスピードについてい

くためには、継続的な研究開発投資が不可欠です。そのため、詳細な検討及び予測に基づいて投資を

行うものの、市場環境及び医療政策等の変化を読みきれず、適時に市場ニーズに合った製品を販売で

きずに競争力が維持できないことがあり、それに伴い、研究開発投資及び新規ヘルスケア事業領域進

出への投資に対して、収益が十分に生み出されない可能性があります。

　

４）電子デバイス部門の事業環境

　(後略)

　

４）家庭電器部門の事業環境

　全文削除

　

５）ライフスタイル部門の事業環境

　ライフスタイル部門は、同業他社との厳しい競争下にあります。当部門は為替変動のほか、景気変

動や消費税の増税等による消費者の消費動向の影響を大きく受ける可能性があります。当部門は、需

給変動に対応するため常に最新の需要動向を見極めながら事業を遂行し、市況変化の影響を最小限に

抑えるよう努めていますが、需要動向が急激に変動した場合、商品価格下落や部品価格高騰により悪

影響を受ける可能性があります。

　テレビ等の映像事業については、地上波デジタル放送への移行完了後の国内市場の更なる需要減

少、急激な売価下落、北米・中国市場における販売不振等の影響を受けています。また、パソコン事

業についても、北米を中心とした需要減速、スマートフォン等の他のデジタル商品との競合の影響を

受けています。

　また、当社は、ライフスタイル部門の収益改善、事業体質強化を目的に、構造改革を進めていま

す。これに伴い、事業構造改革費用等が発生し、損益に影響を与える可能性があります。映像事業に

関しては、当社から分割し、その事業を当社の連結子会社である東芝ホームアプライアンス㈱に承継

させ、映像事業と家電事業を一体運営することで競争力強化を図ります。

　

６）財務リスク

　(後略)

　

７）資金調達環境の変化等

　(後略)
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　(7)法的規制等に係るもの

　(前略)

４）品質問題

　当社グループは、製品の特性に応じて最適な品質を確保できるよう、全力を挙げて品質管理に取り

組んでいますが、これまでも予期せぬ事情によりリコール、訴訟等が発生しており、また、今後もそ

のような事態に発展する品質問題が発生する可能性は皆無ではありません。

　

(8)重要な訴訟事件等の発生に係るもの

１）争訟等

　(前略)

　2007年１月、欧州委員会は、ガス絶縁開閉装置市場における欧州競争法違反行為に基づく課徴金賦

課決定を行い、当社がEU一般裁判所に取消訴訟を提起した結果、同裁判所は当社に対する課徴金を全

て取り消す旨の判決を下しました。2012年６月、欧州委員会が、上述の判決により取り消された課徴

金を算定し直し、当社に対し56.8百万ユーロ、これに加えて三菱電機株式会社と連帯して4.65百万

ユーロの課徴金を再賦課することを決定したため、同年９月、当社は、この決定手続及びその内容が

不当であるとして、EU一般裁判所に提訴し争っています。なお、当社による欧州競争法違反行為の有

無については、2013年12月にEU司法裁判所により、欧州委員会の決定を支持する最終判断が下されま

した。

　(後略)
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間中に締結した契約

会社名 相手会社名 国/地域 契約の概要

　㈱東芝 　イベルドローラ社 スペイン

当社は、原子力発電所の事業機会を確保するた

め、スペイン法人イベルドローラ社から英国法

人ニュージェネレーション社の株式50％を取得

する契約を締結しました。(※)

(注)※　当社は、2014年１月、フランス法人GDFスエズ社から英国法人ニュージェネレーション社の株式10％を取得す

ることについて基本合意しました。　

　

　なお、当社は、2013年９月30日開催の取締役会において、当社連結子会社である東芝ホームアプラ

イアンス㈱に当社の映像事業を会社分割により承継させること(以下「本吸収分割」という。)につい

て決議し、2014年１月30日、吸収分割契約を締結しました。

　本吸収分割の概要は次のとおりです。

①本吸収分割の目的

　映像事業を家電事業と統合することでコンシューマ事業として共通の資源共有を図り、国内におけ

る販売・アフターサービス体制の一層の効率化、新興国市場を中心とした海外での販売強化、スマー

ト家電等の新分野への開発投資の促進等を図ります。

②本吸収分割の方法　

　当社を吸収分割会社とし、東芝ホームアプライアンス㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割方式で

す。

③分割期日

　2014年４月１日

④分割に際して発行する株式及び割当て

　本吸収分割に際して、東芝ホームアプライアンス㈱は普通株式171,030株を発行し、その全てを承

継対象権利義務に代わり当社に交付します。

⑤割当株式数の算定根拠

　売上等の事業規模、今後の損益見込み等を勘案し企業価値を総合的に判断した結果、割当ての内容

は、東芝ホームアプライアンス㈱の発行済株式と同数の株式としました。

⑥分割する映像事業の経営成績(単独)

　売上高1,944億円(2013年３月期実績)

⑦分割する資産、負債の項目及び金額(単独)

資産 負債

項目 帳簿価格(億円) 項目 帳簿価格(億円)

流　動　資　産 　　　　　　973 流　動　負　債 　　　　　　592

固　定　資　産 　　　　　　177 固　定　負　債 　　　　　　　0

合　計 　　　　　1,150 合　計 　　　　　　592

(注)　上記に記載されている項目及び帳簿価格は2013年12月末日現在の金額に基づく見込み額であり、実際に分割さ

れる金額は上記と異なることがあります。

⑧東芝ホームアプライアンス㈱の概要

代 表 者　取締役社長　石渡　敏郎

住　　所　東京都千代田区外神田二丁目２番15号

資 本 金　13,500百万円

事業内容　国内、海外における家電商品(電池商品を含む。)の開発・製造・販売

業　　績　2013年３月期

売上高　　　151,092百万円(単体)　　総資産　　53,292百万円(単体)

経常利益　　△6,512百万円(単体)　　純資産　△20,816百万円(単体)

当期純利益　△6,020百万円(単体)
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下に記載する事項は、当四半期報告書提出日現在において入手し得る情報に基づいて当社グルー

プが判断したものです。

(1)　業績等の概要

売上高 45,888  (＋5,458)

営業損益 1,533　(＋ 550)

税引前損益 910　(△    0)

四半期純損益 387　(△ 158)

(注)１．単位：億円、( )内 前年同期比較、△はマイナスを表示(以下、同じ。)

　　２．「当社株主に帰属する四半期純損益」を四半期純損益として表示しています。

　

　当第３四半期連結累計期間(以下「当期」という。)の世界経済は、米国がQE3規模縮小開始や財

政問題にも関わらず堅調な回復を持続したほか、中国も７月の経済対策により成長が再加速した結

果好調を維持、欧州も春先の景気底打ちから緩やかな回復を続け、東南アジア経済にもこれら各

国・地域向け輸出の増加による回復傾向が見られました。しかしながら、米国の金融緩和縮小に伴

う新興経済地域からの資金流出や新興経済地域の通貨下落、欧州の失業率高止まりなど課題も多

く、世界経済の回復は緩やかなものに止まりました。一方、国内経済は、株価上昇に伴う消費拡大

や消費税率引上げ前の駆け込み需要の発生、政府の緊急経済対策などが寄与し緩やかな回復を持続

しました。

　こうした状況下、当社グループの売上高は、主要５部門全てで増収を確保し、特に電子デバイス

部門が大幅な増収となった結果、全体として前年同期比5,458億円増加し４兆5,888億円になりまし

た。営業損益は、ライフスタイル部門が悪化し、電力・社会インフラ部門が減益となりましたが、

コミュニティ・ソリューション部門、ヘルスケア部門、電子デバイス部門が増益になりました。ラ

イフスタイル部門が、第３四半期は前四半期に比べ大幅に改善し、電子デバイス部門が当期での過

去最高益を達成した結果、全体として前年同期比550億円増加し当期における過去最高益の1,533億

円になりました。税引前損益は、東芝医療情報システムズ㈱における過年度決算に係る不適切な会

計処理の累計額を当期に一括して処理を行った影響及び海外子会社の売却による為替換算調整勘定

の影響等、営業外損益で一時的な費用増はありましたが、電子デバイス部門の好調等により、前年

と同額の910億円になりました。一方、当期純損益は、税金費用が増加した影響等があり、前年同

期比158億円減少の387億円になりました。
　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

なお、当四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しました。　

セグメント 売上高 営業損益

電力・社会インフラ 11,786 (＋  779：  107%) 43 (△ 499)

コミュニティ・ソリューション 9,158 (＋1,322：  117%) 162 (＋  22)

ヘルスケア 2,689 (＋  139：  105%) 144 (＋  13)

電子デバイス 13,135 (＋3,513：  137%) 1,686 (＋1,133)

ライフスタイル 9,682 (＋ 140：  101%) △ 414 (△ 125)

その他 3,477 (△  32：   99%) △  89 (△   5)

セグメント間消去 △4,039  1  

合　計 45,888 (＋5,458：  114%) 1,533 (＋ 550)

(注)１．単位：億円、( )内　前年同期比較

　　２．セグメント情報における業績を現組織ベースに組み替えて表示しています。　

　

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

 8/59



①電力・社会インフラ部門

　国内の原子力発電システムや火力・水力発電システムが減収になったものの、太陽光発電システ

ム、鉄道向けシステム、自動車向け事業等の増収により社会インフラシステム事業全体が伸長し、

部門全体として増収になりました。

　損益面では、太陽光発電システム等が増収により増益となりました。一方、火力・水力発電シス

テムが好調を維持したものの減益になり、海外の原子力発電システムが悪化した結果、部門全体と

して減益になりました。

　

②コミュニティ・ソリューション部門

　流通・事務用機器事業が事業買収効果等により大幅な増収となり、防災システム、水・環境シス

テム事業、昇降機事業、照明事業、業務用空調事業等も増収となった結果、部門全体として増収に

なりました。

　損益面では、水・環境システム事業、照明事業等が悪化した一方、流通・事務用機器事業が増収

により大幅な増益となり、昇降機事業、業務用空調事業等も増益となった結果、部門全体として増

益になりました。

　

③ヘルスケア部門

　新興経済地域で、主力のCTを中心として販売数量が増加したことにより増収となり、海外サービ

ス部門も増収となった結果、部門全体として増収になりました。

　損益面では、新興経済地域が増収により増益となり、海外サービス部門も増収により増益となっ

た結果、部門全体として増益になりました。

　

④電子デバイス部門

　セミコンダクター＆ストレージ事業において、メモリが販売数量の増加等により大幅な増収にな

り、ストレージも3.5インチハードディスク装置(HDD)を中心に増収となり、部門全体として大幅な

増収になりました。

　損益面では、ディスクリート、システムLSIが悪化し、ストレージが減益となりました。一方、

メモリが引き続き高い利益水準を確保し大幅な増益となり、さらに㈱ニューフレアテクノロジーの

新規連結の効果もあり、部門全体としても大幅な増益になった結果、当期での過去最高益を達成し

ました。

　

⑤ライフスタイル部門

　テレビ等の映像事業が、販売地域の絞り込み等により減収になったものの、パソコン事業、白物

家電事業が増収になりました。これらの結果、部門全体として増収になりました。

　損益面では、テレビ等の映像事業が構造改革の効果や売価の上昇、販売地域の絞り込み等によ

り、第３四半期は前年同期比で大幅に改善し黒字化した結果、当期も改善しました。一方、白物家

電事業が、第３四半期は商品力強化や円安対策等により黒字化したものの、当期は円安等の影響を

受け、パソコン事業も在庫処理費用の計上や円安の影響等により、悪化した結果、上期の影響によ

り部門全体として悪化しました。

　

⑥その他部門

　ITソリューション事業が増収となったものの、2013年５月に個人向け金融サービス事業を営む子

会社であった東芝ファイナンス㈱の全株式を譲渡したこと等により、部門全体として減収になりま

した。

　

　なお、上記の事業の種類別の売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高が含まれていま

す。

　　

(2)　流動性及び資金の財源

①キャッシュ・フロー 

　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資金収支の改善等により、前年同期の

1,073億円の支出から1,779億円改善し、706億円の収入になりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の1,516億円の支出から403億円増加し、1,919億

円の支出になりました。

　これらの結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前年同期の2,589億円の支出から1,376億

円改善し、1,213億円の支出になりました。　
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　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金が減少したこと等により、前年同期の2,541億

円の収入から1,610億円減少し、931億円の収入になりました。

　その他に為替の影響によるキャッシュの増加が70億円あり、当期末の現金及び現金同等物の残高

は、前期末の2,179億円から215億円減少し、1,964億円になりました。

　

②流動性管理と資金調達　

＜流動性管理＞

　当期末の状況としては、現金及び現金同等物の1,964億円、コミットメントライン未使用枠の

3,510億円を合わせ、5,474億円の手許流動性を確保しました。

＜資金調達＞

　当社グループは、金利上昇局面への対応及び事業に必要な基本的資産である固定資産の手当てと

して、安定的な長期資金をバランスよく調達・確保するよう配慮しています。固定資産について

は、株主資本・固定負債を含めた長期資金で賄えるよう、長期資金比率の適正化を図っています。 

　資金調達の直接・間接調達の比率及び長期・短期資金の比率については、資金調達環境等を十分

鑑み、バランスの取れた資金構成の維持を基本方針としています。

＜格付け＞

　当社は、ムーディーズ・ジャパン㈱(以下「ムーディーズ」という。)、スタンダード＆プアー

ズ・レーティング・ジャパン㈱(以下「S&P」という。)、㈱格付投資情報センター(以下「R&I」とい

う。)の３社から格付けを取得しています。当期末の格付状況(長期／短期)は、ムーディーズ:Baa２

(見通しは安定的)/P-２、S&P:BBB(アウトルックはネガティブ)/A-２、R&I:A-(格付けの方向性は安

定的)/a-１です。

　

③資産、負債及び資本の状況　

　総資産は、2013年３月末に比べ3,747億円増加し、６兆4,747億円になりました。

　株主資本は、配当の支払いがあったものの、当期純損益の増加に加え、円安傾向の継続とそれを

受けた株式市場の好転により、その他の包括損益累計額が大幅に改善した結果、2013年３月末に比

べ1,870億円増加し、１兆2,213億円になりました。

　借入金・社債残高は、社会インフラ部門の受注増加に伴う資金需要の増加、将来の成長のための

戦略的投資等により、2013年３月末に比べ918億円増加し、１兆5,634億円になりました。

　この結果、2013年12月末の株主資本比率は2013年３月末に比べ1.9ポイント増加し、18.9％にな

り、D/Eレシオ(有利子負債/株主資本)は2013年３月末に比べ14ポイント減少し、128％になりまし

た。

（注）・四半期連結財務諸表は、米国会計基準に準拠して作成しています。但し、当社グループの営業損益は、売

上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出したものであり、経営資源の配分の決定及

び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。事業構造改革費用及び固定資

産売廃却損益等は、当社グループの営業損益には含まれていません。

・2012年７月に行った米国法人IBM社(International Business Machines Corporation)のリテール・スト

ア・ソリューション事業の買収について、Accounting Standards Codification 805「企業結合」に基づ

き、取得金額の資産及び負債への配分を完了しました。これに伴い、第174期の数値を一部遡及的に組み替

えて表示しています。

・ハードディスク装置、SSD等を「ストレージ」と表記しています。　

・なお、以上の定性的情報は、特記のない限り前年同期との比較で記載しています。
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(3)　対処すべき課題

 第175期第２四半期報告書に記載された「対処すべき課題」は、当四半期連結会計期間において重

要な変更はありません。

　　

＜株式会社の支配に関する基本方針＞　

1）基本方針の内容

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的

な向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のス

テークホルダーとの適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホル

ダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要があると考えています。

　また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及

ぼす影響を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、

当社グループの実情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考え

ます。

　当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない

当社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して適当ではなく、このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段

を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。 

　

2）基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは環境変化に強く高収益な企業体質を確立するための事業構造改革を継続し深化さ

せるとともに、新たな収益基盤の確立に向けた事業構造転換を強力に推進してまいります。

　

3）基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み(買収防衛策)

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下「本プラン」といいます。)を、2006年６

月開催の定時株主総会における承認を得て導入し、2009年６月及び2012年６月の定時株主総会にお

ける承認を得て更新しています。

　本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断を

するために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保すること

により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

　具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しよう

とする買付者には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独

立した社外取締役のみで構成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の

評価・検討、株主の皆様への情報開示と代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者

との交渉等を行います。買付者が本プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同

の利益を侵害する買付である場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合は、対抗措置の発動

(買付者等による権利行使は原則として認められない旨の行使条件及び当社が買付者等以外の者か

ら当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付した新株予約権の無償割当ての実

施)がなされ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。 　
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4）本プランの特徴(合理性)

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利

益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断してい

ます。

　なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した企業価値

ひいては株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(①企業

価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当

性の原則)を全て充足しており、また、その後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の

議論等を踏まえています。

　ア．株主意思の反映

　本プランは、2006年６月開催の定時株主総会における承認を得て導入し、2009年６月及び

2012年６月開催の定時株主総会における承認を得て更新したものです。

　また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会

において株主の皆様の意思を確認することとしています。　

　イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示

　当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある

社外取締役のみからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、

その客観性、合理性を担保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を

構成する要素を十分に把握した上で、対象買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影

響を適切に判断できると考えています。

　更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、

買付者の買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と

判断する事項について、原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。

　ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定

　本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないよ

うに設定されています。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。

　エ．第三者専門家の意見の取得

　特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会

計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることがで

きます。これにより、特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保されます。

（注）以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト

　　 (http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20120508_1.pdf)をご参照ください。
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(4)　研究開発活動

当期における研究開発費は2,388億円でした。

なお、当四半期連結会計期間における主要な研究開発の成果は以下のとおりです。

①新商品

・当社は、東北電力㈱の「西仙台変電所周波数変動対策蓄電池システム実証事業」(※１)向けに、基

幹系統の変電所用としては世界最大(※２)となる最大出力40MW(メガワット)、容量20MWhの蓄電池

システムを受注しました。この蓄電池システムには、約１万回以上の充放電が可能な長寿命、高い

安全性、低温動作等の優れた特性を持つ当社製リチウムイオン二次電池「SCiB
TM
」を搭載していま

す。当社は今後、アンシラリーサービス(※３)向けをはじめとする大規模蓄電池システムの普及拡

大に向け、グローバルに事業を展開していきます。

・近接無線転送技術「TransferJet
TM
」規格に準拠した業界初(※４)となるUSBアダプタモジュール

「TJ-UA00A」とMicroUSBアダプタモジュール「TJ-MU00A」を発売しました。「TransferJet
TM
」は、

モバイル機器などの画面上で転送したいデータを選んで相手の機器にタッチするだけで、高速かつ

低消費電力でのデータ転送が可能なワイヤレス通信技術です。

・東京臨海新交通臨海線(ゆりかもめ)にて、当社が開発した「鉄道輸送計画ICTソリューションSaaS

(TrueLine®)」の運用を開始しました。従来、鉄道事業者は独自の輸送計画システムを構築してき

たため、システム導入コストが高く、また、震災以降高まる交通機関としての事業継続計画の検討

では、自社設備が被害を受けた場合の再構築スピードやコスト、セキュリティの課題がありまし

た。これらの課題を解決するため、長年培ってきた「輸送計画システム」をクラウドコンピュー

ティング化しました。今後、鉄道事業者に向けて、トータルな輸送計画ソリューションサービスを

提案していきます。

・高いグラフィック処理性能と演算処理性能を実現したモバイル・ワークステーション「dynabook

Satellite WS754」等の企業向け新PCシリーズを発売しました。モバイル・ワークステーションで

は、建築設計やCG制作など大きな負荷がかかる専門アプリもスムーズに操作できます(※５)。ま

た、ノートPCと同じ筺体を採用したことで省スペース化と快適な使い勝手を実現しています。

②研究開発

・当社は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)が行う「フランス・リヨン再開

発地域におけるスマートコミュニティ実証事業」の一環として、太陽光発電を活用したEV(電気自

動車)充電管理システムを含むEVシェアリングシステムを構築し、地元企業による運用を開始しま

した。今回の実証は、フランス第二の都市であるリヨン市において、交通渋滞や駐車場不足の解消

と、低炭素化を実現する次世代の交通システムの構築を目的としたものです。当社は今回、フラン

スのパートナー企業と連携し、商用ベースでの運用を行うことで、再生可能エネルギーとの共存を

図った交通システムの有効性を検証していきます。

・当社は、東北大学、日本光電工業㈱、新潟大学、早稲田大学、東北学院大学と共同(以下「本共同

研究グループ」という。)で、文部科学省と独立行政法人科学技術振興機構(JST)の「革新的イノ

ベーション創出プログラム」に応募し、革新的で社会的・経済的インパクトの大きさが高く評価さ

れた結果、2013年10月、プログラム拠点に採択されました。本共同研究グループでは、最先端技術

を結集し、生体／ライフログ情報を日常生活の中でさりげなく収集することによって、常に個人・

家族の生活や健康状態を把握し、健康で長寿命な社会、周囲が見守り支援する「強い絆」で結ばれ

た生きがいのある社会の実現を目指します。

(注)※１．一般社団法人新エネルギー導入促進協議会が公募する「平成24年度大型蓄電システム緊急実証事業」。

※２．2013年11月現在、当社調べ。

※３．周波数や電圧などの電力品質維持のための周波数制御などの系統運用サービス。

※４．2013年12月現在、当社調べ。

※５．アプリケーションによっては、処理速度が遅くなる場合があります。　
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(5)　生産、受注及び販売の状況

　　当期において、当社グループの生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

　

(6)　主要な設備等

　　前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませんが、

2013年10月の組織再編に伴い、セグメント別の設備投資計画を以下のとおり組み替えています。

　　

セグメントの名称
設備投資計画額

(億円、発注ベース)

　電力・社会インフラ 590

　コミュニティ・ソリューション 310

　ヘルスケア 110

　電子デバイス 1,720

　ライフスタイル 100

　その他 470

　合計 3,300

　

　　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000,000

計 10,000,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2013年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2014年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,237,602,026 4,237,602,026

東京、名古屋、ロ

ンドンの各証券取

引所

(東京、名古屋は市

場第一部)

単元株式数

1,000株

計 4,237,602,026 4,237,602,026 ― ―

　

(2)【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2013年10月１日～

2013年12月31日
― 4,237,602,026 ― 439,901 ― 0
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(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2013年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)

普通株式　  3,033,000
― 単元株式数1,000株

 (相互保有株式)

普通株式　　　　　　―
― ―

完全議決権株式(その他)※１ 普通株式 4,216,363,000 4,216,363 単元株式数1,000株

単元未満株式※２ 普通株式   18,206,026 ― ―

発行済株式総数         4,237,602,026 ― ―

総株主の議決権 ― 4,216,363 ―

　(注)※１．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23千株(議決権23個)が含まれ

ています。

※２．上記「単元未満株式」の中には当社所有の自己株式877株が含まれています。

②【自己株式等】

 2013年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

㈱東芝
東京都港区芝浦

一丁目１番１号
3,033,000 ― 3,033,000 0.07

計 ― 3,033,000 ― 3,033,000 0.07
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期連結累計期間における役員の異動は、次のと

おりです。　

①新任執行役(2013年10月１日就任)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有

株式数

(千株)

執行役上席常務

コミュニ

ティ・ソ

リューショ

ン社社長

秋　葉　慎一郎 1956年８月１日

1979年４月　　当社入社

2008年６月　　電力流通・産業システム社社長附

2011年４月　　社会インフラシステム社社長附

2011年６月　　東芝エレベータ㈱代表取締役社長

(現在)

　

2013年10月　　執行役上席常務(コミュニティ・ソ

リューション社社長)(現在)

　

他の会社の代表状況

東芝エレベータ㈱代表取締役社長　

11

(2013年９月

末現在)

　(注)　任期は、2013年10月１日から2014年６月開催予定の定時株主総会終結後最初に開催される取締役会の終結の時までです。

　

②役職の異動(変更点は下線で示しています。)

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

代表執行役副社長

代表執行役社長補佐、営

業統括部担当、コーポ

レートコミュニケーショ

ン部担当、デザインセン

ター担当、支社担当

代表執行役社長補佐、CSR

本部長、営業統括グルー

プ担当

下　光　秀二郎 2013年10月１日

取締役

代表執行役副社長

代表執行役社長補佐、電

力・社会インフラ事業グ

ループ分担、コミュニ

ティ・ソリューション事

業グループ分担、リスク

マネジメント部担当、法

務部担当、ワークプレイ

ス変革推進プロジェクト

チームプロジェクトマ

ネージャー

代表執行役社長補佐、社

会インフラ事業グループ

分担、スマートコミュニ

ティ事業統括担当、ワー

クプレイス変革推進プロ

ジェクトチームプロジェ

クトマネージャー、法務

グループ担当、輸出管理

グループ担当

北　村　秀　夫 2013年10月１日

取締役

代表執行役副社長

代表執行役社長補佐、財

務部担当

代表執行役社長補佐、財

務グループ担当
久　保　　　誠 2013年10月１日

取締役

代表執行役副社長

代表執行役社長補佐、ヘ

ルスケア事業グループ分

担、技術・イノベーショ

ン部担当、情報システム

部担当、新規事業開発部

担当、研究開発センター

担当、ソフトウェア技術

センター担当

代表執行役社長補佐、ク

ラウド・ソリューション

事業担当、イノベーショ

ン推進本部長、情報・セ

キュリティグループ担

当、技術統括グループ担

当

須　藤　　　亮 2013年10月１日
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役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役専務

ライフスタイル事業グ

ループ分担

デジタルプロダクツ事業

グループ分担
深　串　方　彦 2013年10月１日

取締役

執行役専務

電子デバイス事業グルー

プ分担、品質推進部担当

電子デバイス事業グルー

プ分担、部品材料事業統

括担当、品質統括本部長

小　林　清　志 2013年10月１日

取締役

執行役上席常務
人事・総務部担当 人事グループ担当 牛　尾　文　昭 2013年10月１日

執行役専務 リスクマネジメント部長 輸出管理部長 齋　藤　　　浩 2013年10月１日

執行役上席常務
コミュニティ・ソリュー

ション社副社長

コンシューマエレクトロ

ニクス事業グループ分

担、新照明システム事業

統括担当

豊　原　正　恭 2013年10月１日

執行役上席常務
クラウド＆ソリューショ

ン社社長

セミコンダクター＆スト

レージ社副社長
錦　織　弘　信 2013年10月１日

執行役上席常務 営業統括部長 営業企画室長 竹　中　直　紀 2013年10月１日

執行役上席常務

生産企画部担当、調達部

担当、生産技術センター

担当

調達・ロジスティクスグ

ループ担当、生産統括グ

ループ担当

西　田　直　人 2013年10月１日

執行役常務

経営企画部担当、グロー

バル・シェアードサービ

ス推進プロジェクトチー

ムプロジェクトマネー

ジャー

戦略企画グループ担当、

グローバル・シェアード

サービス推進プロジェク

トチームプロジェクトマ

ネージャー

井　頭　　　弘 2013年10月１日

執行役常務
クラウド＆ソリューショ

ン社副社長

クラウド＆ソリューショ

ン事業統括部長
下　辻　成　佳 2013年10月１日

　

なお、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりです。

　

役職の異動(変更点は下線で示しています。)　

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役常務 電力システム社社長附
電力システム社原子力事

業部長
岡　村　　　潔 2014年１月１日

　(注)　2014年１月、米国法人ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社会長就任
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第４【経理の状況】
 １．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」(平成23年内閣府令第44号)第３条の規定による改正後の「四半期連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認

められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。ただし、Accounting

Standards Codification(以下「ASC」という。) 810「連結」に基づく変動持分事業体及びASC 860

「譲渡及びサービス業務」に基づく証券化取引の注記については省略しています。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(2013年10

月１日から2013年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(2013年４月１日から2013年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

います。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

　  
2012年度の
連結貸借対照表

(2013年３月31日現在)

2013年度第３四半期
(2013年12月31日現在)　

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)              　 　 　

Ⅰ　流動資産              　 　 　

１．現金及び現金同等物 　     209,169     　 196,443 　

２．受取手形及び売掛金              　 　 　

(1) 受取手形  33,620         40,353 　 　

(2) 売掛金  1,355,551         1,314,128 　 　

(3) 貸倒引当金  △16,864 1,372,307     △15,089 1,339,392 　

３．棚卸資産 5     1,003,108     　 1,146,698 　

４．短期繰延税金資産 8     146,967     　 133,527 　

５．未収入金      155,961     　 144,854 　

６．前払費用及び

その他の流動資産

3及び

11
    272,928     　 361,680 　

流動資産合計      3,160,440 51.8 　 3,322,594 51.3

Ⅱ　長期債権及び投資              　 　 　

１．長期受取債権      30,379     　 1,022 　

２．関連会社に対する投資

及び貸付金
     411,418     　 426,638 　

３．投資有価証券及び

その他の投資

3及び

4
    264,391     　 315,510 　

長期債権及び投資合計      706,188 11.6 　 743,170 11.5

Ⅲ　有形固定資産 　             　 　 　

１．土地      99,102     　 99,583 　

２．建物及び構築物      948,918     　 976,390 　

３．機械装置及び

その他の有形固定資産
     2,081,402     　 2,137,781 　

４．建設仮勘定      90,858     　 84,145 　

      3,220,280     　 3,297,899 　

５．減価償却累計額      △2,335,600     　 △2,342,349 　

有形固定資産合計      884,680 14.5 　 955,550 14.8

Ⅳ　その他の資産              　 　 　

１．のれん及び

その他の無形資産
     912,128     　 1,024,824 　

２．長期繰延税金資産 8     336,330     　 320,247 　

３．その他      100,236     　 108,334 　

その他の資産合計      1,348,694 22.1 　 1,453,405 22.4

資産合計      6,100,002 100.0 　 6,474,719 100.0

　

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

20/59



  
2012年度の
連結貸借対照表

(2013年３月31日現在)　

2013年度第３四半期
(2013年12月31日現在)　

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)  　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債  　 　 　 　 　 　

１．短期借入金 　 　 191,453 　 　 242,379 　

２．１年以内に期限の到来

する社債及び長期借入金
11 　 241,675 　 　 132,631 　

３．支払手形及び買掛金  　 1,190,201 　 　 1,200,936 　

４．未払金及び未払費用  　 434,790 　 　 412,456 　

５．未払法人税等及び

その他の未払税金
 　 57,465 　 　 44,146 　

６．前受金   　 297,902 　 　 331,208 　

７．その他の流動負債
3,11,13
及び14 　 323,953 　 　 379,751 　

流動負債合計  　 2,737,439 44.9 　 2,743,507 42.4

Ⅱ　固定負債  　 　 　 　 　 　

１．社債及び長期借入金 11 　 1,038,448 　 　 1,188,375 　

２．未払退職及び年金費用 6 　 715,450 　 　 697,583 　

３．その他の固定負債
3及び

11
　 192,588 　 　 204,551 　

固定負債合計  　 1,946,486 31.9 　 2,090,509 32.3

負債合計  　 4,683,925 76.8 　 4,834,016 74.7

(資本の部) 9 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本  　 　 　 　 　 　

１．資本金     　 　 　

　発行可能株式総数
10,000,000,000株

    　 　 　

　発行済株式数     　 　 　

　2013年３月31日及び
　2013年12月31日

4,237,602,026株
  　439,901 7.2 　 439,901 6.8

２．資本剰余金   404,430 6.6 　 404,593 6.3

３．利益剰余金   635,419 10.4 　 640,216 9.9

４．その他の包括損失累計額   △443,940 △7.2 　 △261,760 △4.1

５．自己株式(取得原価)     　 　 　

　2013年３月31日
2,789,946株

  △1,542 △0.0 　 　 　

　2013年12月31日
3,033,877株

          　 △1,652 △0.0

株主資本合計   1,034,268 17.0 　 1,221,298 18.9

Ⅱ　非支配持分   381,809 6.2 　 419,405　 6.4　

資本合計   1,416,077 23.2 　 1,640,703 25.3

　　　契約債務及び偶発債務
12,13

及び

14　

         　         

負債及び資本合計   6,100,002 100.0 　 6,474,719 100.0
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  

2012年度
第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年12月31日)

2013年度
第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
至　2013年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益                  

１．売上高  4,042,960 100.0 4,588,796 100.0

２．受取利息及び配当金  7,774 0.2 8,917 0.2

３．持分法による投資利益  12,887 0.3 8,922 0.2

４．その他の収益
3,7

及び11
66,454 1.7 45,225 1.0

  4,130,075 102.2 4,651,860 101.4

Ⅱ　売上原価及び費用            

１．売上原価 　 3,060,491 75.7 3,456,391 75.3

２．販売費及び一般管理費  884,204 21.9 979,058 21.3

３．支払利息  24,273 0.6 25,197 0.6

４．その他の費用
3,7,11

及び14
70,064 1.7 100,210 2.2

  4,039,032 99.9 4,560,856 99.4

Ⅲ　税金等調整前四半期純利益 　 91,043 2.3 91,004 2.0

Ⅳ　法人税等 8 27,677 0.7 42,753 0.9

Ⅴ　非支配持分控除前四半期純利益  63,366 1.6 48,251 1.1

Ⅵ　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除) 　 8,845 0.3 9,576 0.3

Ⅶ　当社株主に帰属する四半期純利益  54,521 1.3 38,675 0.8

                  

１株当たり情報　(単位：円)                  

　１．基本的１株当たり
　　　当社株主に帰属する四半期純利益

10 12.87     9.13     

　２．配当金  4.00     4.00     
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【第３四半期連結会計期間】

  

2012年度
第３四半期連結会計期間
(自　2012年10月１日
至　2012年12月31日)

2013年度
第３四半期連結会計期間
(自　2013年10月１日
至　2013年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益                  

１．売上高  1,357,050 100.0 1,549,589 100.0

２．受取利息及び配当金  3,324 0.2 4,205 0.3

３．持分法による投資利益  3,688 0.3 3,279 0.2

４．その他の収益
3,7

及び11
38,720 2.9 20,025 1.3

  1,402,782 103.4 1,577,098 101.8

Ⅱ　売上原価及び費用                  

１．売上原価 　 1,031,773 76.0 1,176,548 75.9

２．販売費及び一般管理費  295,709 21.8 325,267 21.0

３．支払利息  7,779 0.6 9,013 0.6

４．その他の費用
3,7,11

及び14　
19,214 1.4 27,157 1.8

  1,354,475 99.8 1,537,985 99.3

Ⅲ　税金等調整前四半期純利益  48,307 3.6 39,113 2.5

Ⅳ　法人税等 8 14,758 1.1 21,997 1.4

Ⅴ　非支配持分控除前四半期純利益  33,549 2.5 17,116 1.1

Ⅵ　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除) 　 4,174 0.3 △27 △0.0

Ⅶ　当社株主に帰属する四半期純利益  29,375 2.2 17,143 1.1

                  

１株当たり情報　(単位：円)　                  

 １．基本的１株当たり
　  　当社株主に帰属する四半期純利益

10 6.94     4.05     

　２．配当金  －     －     
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(3)【四半期連結包括損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 　

2012年度
第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年12月31日)

2013年度
第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
至　2013年12月31日)

区分
注記
番号　

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純利益

　 63,366 48,251

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

9
　

　　 　　

１．未実現有価証券評価損益 　　 4,485 37,667

２．外貨換算調整額 　 64,178 161,005

３．年金負債調整額 　 15,451 15,534

４．未実現デリバティブ評価損益 　　 △3,872 125

その他の包括利益合計 　　 80,242 214,331

非支配持分控除前
四半期包括利益

　 143,608 262,582

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

　 31,961 41,727

当社株主に帰属する
四半期包括利益

　 111,647 220,855

　

【第３四半期連結会計期間】

 　

2012年度
第３四半期連結会計期間
(自　2012年10月１日
至　2012年12月31日)

2013年度
第３四半期連結会計期間
(自　2013年10月１日
至　2013年12月31日)

区分
注記
番号　

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純利益

　 33,549 17,116

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

9
　

　 　

１．未実現有価証券評価損益 　 15,604 12,608

２．外貨換算調整額 　 121,212 98,188

３．年金負債調整額 　 4,098 2,756

４．未実現デリバティブ評価損益 　 △3,382 △578

その他の包括利益合計 　 137,532 112,974

非支配持分控除前
四半期包括利益

　 171,081 130,090

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

　 39,074 19,871

当社株主に帰属する
四半期包括利益

　 132,007 110,219
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(4)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

2012年度
第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年12月31日)

2013年度
第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
至　2013年12月31日)

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー                 

１．非支配持分控除前四半期純利益     63,366     48,251

２．営業活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)への
調整

                

(1）有形固定資産の減価償却費及び無形資産の償却費 159,866     140,462     

(2）未払退職及び年金費用(退職金支払額差引後) 4,366     5,015     

(3）繰延税金 △3,310     10,511     

(4）持分法による投資損益(受取配当金相殺後) △6,262     958     

(5）有形固定資産及び無形資産の除売却損益
　　及び減損、純額

△6,208     3,845     

(6）投資有価証券の売却損益及び評価損、純額 △6     △2,829     

(7）受取債権の減少 162,927     61,369     

 (8）棚卸資産の増加 △216,573     △104,101     

 (9）支払債務の減少 △200,413     △58,153     

(10）未払法人税等及びその他の未払税金の減少 △10,609     △18,015     

(11）前受金の増加 12,569     13,610     

(12）その他 △67,058 △170,711 △30,280 22,392

　　　営業活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)     △107,345     70,643

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー                 

１．有形固定資産及び無形資産の売却収入     66,133     19,093

２．投資有価証券の売却収入     2,426     3,041

３．有形固定資産の購入     △204,157     △138,911

４．無形資産の購入     △20,978     △37,361

５．投資有価証券の購入     △4,448     △2,901

６．関連会社に対する投資等の減少     19,761     2,267

７．その他     △10,288     △37,173

　　　投資活動により減少したキャッシュ(純額)     △151,551     △191,945

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー                 

１．長期借入金の借入     159,208     172,194

２．長期借入金の返済     △149,181     △128,704

３．短期借入金の増加     280,062     88,676

４．配当金の支払     △37,834     △38,374

５．自己株式の取得、純額     △31     △110

６．その他     1,909     △624

　　　財務活動により増加したキャッシュ(純額)     254,133     93,058

Ⅳ　為替変動の現金及び現金同等物への影響額     8,363     15,518

Ⅴ　現金及び現金同等物純増加(△減少)額     3,600     △12,726

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高     214,305     209,169

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高     217,905     196,443
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四半期連結財務諸表に対する注記
　

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準及び会計

慣行に従っています。ただし、Accounting Standards Codification(以下「ASC」という。) 810「連

結」に基づく変動持分事業体及びASC 860「譲渡及びサービス業務」に基づく証券化取引の注記につ

いては省略しています。

　　

　当社は、1962年２月に米国預託証券を発行し、1970年２月に欧州預託証券を発行しました。これら

に際し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により作成した連結

財務諸表(以下「米国式連結財務諸表」という。)を作成し、かつ、これを開示してきたことを事由と

して、1978年３月22日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出

し、同年３月31日付蔵証第494号により承認を受けています。その後も継続して米国式連結財務諸表

を作成し、かつ、これを開示しています。

　当社は、米国預託証券の発行により1962年２月に米国証券取引委員会に登録しましたが、1978年11

月に預託契約が終結したため、現在は登録していません。

　

　当社がこの四半期連結財務諸表作成のために採用した会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財

務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。

　なお、四半期連結財務諸表に対する注記において、原則として、「当社」という用語は「㈱東芝」

を表し、「当社グループ」という用語は「㈱東芝及び連結子会社」を表すものとして用います。

　

1)　四半期連結損益計算書の様式

　四半期連結損益計算書の様式は、単純計算方式(総収益から総原価及び総費用を控除して損益を

示す様式)を採用しています。

2)　未払退職及び年金費用

　ASC 715「報酬－退職給付」に基づき未払退職及び年金費用を計上し、退職給付制度の清算及び

縮小並びに厚生年金の代行部分の返上の会計処理を行っています。

　これらの会計処理による税金等調整前四半期純利益(損失)に対する影響額は、2012年度及び2013

年度の各第３四半期連結累計期間において、それぞれ4,080百万円(利益)及び1,428百万円(利益)で

す。また、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間において、それぞれ993百万円(利

益)及び464百万円(利益)です。

3)　有給休暇引当金 

　ASC 710「報酬－全般」に基づき、従業員の未消化有給休暇に対応する人件費相当額を未払費用

として計上しています。

4)　のれん及びその他の無形資産

　ASC 350「無形資産－のれん及びその他」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形資

産について、償却をしないかわりに少なくとも１年に一度は減損のテストを行っています。

5)　新株発行費 

　新株発行費は、税効果考慮後の金額を資本剰余金から控除しています。
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２．主要な会計方針の要約

1)　四半期特有の会計処理

　　法人税等の計算

　当社は、法人税等について、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間を含む連結会計

年度の税金等調整前当期純利益(損失)に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益(損失)に当該見積

実効税率を乗じて計算しています。

2)　新会計基準

　2013年４月１日より開始する連結会計年度から「Accounting Standards Updates」(以下「ASU」

という。) 2013-02が適用になりました。ASU 2013-02は、ASC 220「包括利益」を改訂し、その他

の包括利益累計額の項目ごとに当期純利益へ組み替えられた金額を開示し、また、その他の包括利

益累計額から組み替えられた重要な金額を、当期純利益が表示されている計算書又は注記のいずれ

かにおいて、当該計算書の科目ごとに開示することを要求しています。当社においては、注記によ

る開示を選択し、注記９．に記載しています。　

3)　組替再表示

　2012年度第３四半期連結累計期間、2012年度第３四半期連結会計期間及び2012年度の連結財務諸

表については、2013年度第３四半期連結累計期間及び2013年度第３四半期連結会計期間の表示方法

に合わせて組み替えて表示しています。

4)　減価償却方法の変更

　有形固定資産(主要な改造、改良及び追加工事を含む。)は、取得原価により計上されています。

当社及び国内子会社における有形固定資産の減価償却の方法は、これまで主として定率法を採用し

ていました。海外子会社における有形固定資産の減価償却の方法は、主として定額法を採用してい

ました。

　2013年４月１日より、当社及び国内子会社における有形固定資産の減価償却の方法を、主として

定額法に変更しています。

　当社グループは、当連結会計年度より開始した「2013年度中期経営計画」において、注力分野の

明確化による安定収益基盤の確立、拠点最適化や海外M&Aを始めとしたグローバル事業展開の加速

を継続的に推進しています。

　これらの施策により、海外における最適地生産および国内製造拠点のスリム化が進み、高付加価

値品の生産に特化することで、より安定的な収益が見込まれます。また、国内既存設備について

は、拠点集約により設備稼働が平準化され、設備投資計画についても、既存設備の更新及び合理化

を中心に予定しており、今後の設備稼働は安定的に推移することが見込まれる為、国内における有

形固定資産の減価償却の方法を定額法に変更することがより適切な原価配分を可能にすると判断し

ました。

　ASC 250「会計上の変更及び誤謬の修正」に準拠し、この減価償却の方法の変更は、会計方針の

変更による会計上の見積りの変更となり、2013年４月１日以降に影響します。従来の方法と比較し

て、2013年度第３四半期連結累計期間における税金等調整前四半期純利益及び当社株主に帰属する

四半期純利益はそれぞれ24,420百万円及び15,493百万円増加し、基本的１株当たり当社株主に帰属

する四半期純利益は3.66円増加しています。また、2013年度第３四半期連結会計期間における税金

等調整前四半期純利益及び当社株主に帰属する四半期純利益はそれぞれ10,476百万円及び6,627百

万円増加し、基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益は1.56円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は注記16．に記載しています。
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３．公正価値の測定

　ASC 820「公正価値測定」は、公正価値を、市場参加者との通常の取引において、資産の売却の対

価として受け取る価格、または負債の移転の対価として支払われるであろう価格と定義しています。

また、公正価値測定に使用するインプットは、その内容に応じてレベル１からレベル３までの優先順

位が以下のとおり設定されています。

　

　レベル１ - 活発な市場における同一の資産または負債の市場価格 

　レベル２ - 活発な市場における類似した資産または負債の市場価格

            活発でない市場における同一または類似した資産または負債の市場価格

            観察可能な市場価格以外のインプット

　　　　　　 相関関係またはその他の手法による観察可能な市場データに基づいたインプット

　レベル３ - 観察可能な市場データによる裏付けがない観察不能なインプット

 

継続的に公正価値により評価される資産及び負債 

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、継続的に公正価値により評価される資産及び負

債の内容は以下のとおりです。

      (単位：百万円)

 2013年３月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

持分証券 203,355  268  ―  203,623 

負債証券 ―  ―  3,742  3,742 

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  4,926  ―  4,926 

通貨オプション ―  616  ―  616 

資産合計 203,355  5,810  3,742  212,907 

負債：                        

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  4,828  ―  4,828 

金利スワップ契約 ―  3,711  ―  3,711 

通貨スワップ契約 ―  177  ―  177 

負債合計 ―  8,716  ―  8,716 
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      (単位：百万円)

 2013年12月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

　持分証券 256,197  94  ―  256,291 

　負債証券 ―  ―  4,639  4,639 

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  2,760  ―  2,760 

　通貨スワップ契約 ―  230  ―  230 

資産合計 256,197  3,084  4,639  263,920 

負債：                        

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  2,522  ―  2,522 

　金利スワップ契約 ―  1,941  ―  1,941 

　通貨スワップ契約 ―  146  ―  146 

　通貨オプション ―  45  ―  45 

負債合計 ―  4,654  ―  4,654 

投資有価証券

　レベル１には市場性のある有価証券が含まれ、これらは十分な取引量と頻繁な取引のある活発な市

場における市場価格により公正価値を評価しています。レベル２にはレベル１に比べ取引量の少ない

市場に上場している有価証券が含まれ、これらは活発でない市場における市場価格により公正価値を

評価しています。また、レベル３には社債が含まれ、これらは測定日において市場が活発でないた

め、観察不能なインプットにより公正価値を評価しています。

金融派生商品 

　金融派生商品には主に為替予約や金利スワップ等が含まれ、レベル２に分類しています。これら

は、外国為替レート及びLIBOR等の観察可能な市場データを利用して公正価値を評価しています。
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　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。　

　 (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結累計期間　

 投資有価証券

期首残高 3,067

　損益合計(実現または未実現)：      

　その他の包括利益(△損失)： 　

　　未実現有価証券評価損益 164

　購入 3,255

　売却 ―

　発行 ―

　決済 △3,062

四半期末残高 3,424

　

　 (単位：百万円)

 
2013年度

第３四半期連結累計期間　

 投資有価証券

期首残高 3,742

　損益合計(実現または未実現)：      

　その他の包括利益(△損失)： 　

　　未実現有価証券評価損益 451

　購入 ―

　売却 ―

　発行 446

　決済 ―

四半期末残高 4,639

　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、社債です。
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　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

　 (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結会計期間　

 投資有価証券

四半期首残高 3,155

　損益合計(実現または未実現)：      

　その他の包括利益(△損失)： 　

　　未実現有価証券評価損益 269

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 3,424

　

　 (単位：百万円)

 
2013年度

第３四半期連結会計期間　

 投資有価証券

四半期首残高 4,369

　損益合計(実現または未実現)：      

　その他の包括利益(△損失)： 　

　　未実現有価証券評価損益 270

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 4,639

　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、社債です。

　

非継続的に公正価値により評価される資産及び負債 

　2012年度及び2013年度の第３四半期連結累計期間において、非継続的に公正価値により評価される

資産及び負債の内容は以下のとおりです。

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 2012年度第３四半期連結累計期間

　 レベル１ 　 レベル２ 　 レベル３ 　 合計

資産： 　 　 　 　 　 　 　

関連会社に対する投資 25,886 　 ― 　 2,411 　 28,297
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　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 2013年度第３四半期連結累計期間

　 レベル１ 　 レベル２ 　 レベル３ 　 合計

資産： 　 　 　 　 　 　 　

持分証券 ― 　 ― 　 26 　 26

関連会社に対する投資 ― 　 ― 　 415 　 415

売却予定資産 ― 　 ― 　 7,441 　 7,441

資産合計 ―  ―  7,882  7,882

　

　2012年度及び2013年度の第３四半期連結会計期間において、非継続的に公正価値により評価される

資産及び負債の内容は以下のとおりです。

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 2012年度第３四半期連結会計期間

　 レベル１ 　 レベル２ 　 レベル３ 　 合計

資産： 　 　 　 　 　 　 　

関連会社に対する投資 25,886 　 ― 　 190 　 26,076

　

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 2013年度第３四半期連結会計期間

　 レベル１ 　 レベル２ 　 レベル３ 　 合計

資産： 　 　 　 　 　 　 　

売却予定資産 ― 　 ― 　 7,441 　 7,441

　

　段階的に事業の支配を獲得する企業結合と子会社の連結除外に係る既存持分のうち、活発な市場に

おける市場価格により公正価値を評価しているものは、レベル１に分類し、会社独自の評価モデルや

仮定等による観察不能なインプットにより公正価値を評価しているものは、レベル３に分類していま

す。

　原価法により評価される市場性のない有価証券の一部につき、一時的でない公正価値の下落に係る

評価損を計上しています。これらは会社独自の評価モデルや仮定等による観察不能なインプットによ

り公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　当社は、欧州市場向けの液晶テレビ生産拠点である子会社の売却を決定しました。当該売却予定資

産について、資産から生じると見込まれる将来キャッシュ・フロー等の観察不能なインプットにより

公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　これらの結果、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間において、純利益17,348百万円

及び純損失1,969百万円をその他の収益及びその他の費用に含めています。また、2012年度及び2013

年度の各第３四半期連結会計期間において、純利益15,686百万円及び純損失2,224百万円をその他の

収益及びその他の費用に含めています。
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４．投資有価証券及びその他の投資

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在における売却可能有価証券に分類された市場性のある持分

証券及び負債証券の取得価額、未実現保有総利益及び総損失並びに公正価値の総額は以下のとおりで

す。

      (単位：百万円)

 2013年３月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 67,419  137,108   904   203,623

負債証券 3,351  391   0   3,742

 70,770  137,499   904   207,365
        

　

      (単位：百万円)

 2013年12月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 71,116  187,770   2,595   256,291

負債証券 3,797  842   0   4,639

 74,913  188,612   2,595   260,930
        

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、負債証券の主な内容は社債です。　

　2013年12月31日現在において、売却可能有価証券に分類された負債証券の満期別内訳は以下のとお

りです。　

      (単位：百万円)

  取得価額    公正価値  

１年以内   0     0  

１年超５年以内   96     110  

５年超10年以内   3,701     4,529  

   3,797     4,639  
        
　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間において、売却可能有価証券の売却額、売却総

利益及び売却総損失の金額に重要性はありません。また、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結

会計期間において、これらの金額に重要性はありません。

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、未実現損失が12ヶ月以上継続的に生じている売

却可能有価証券の原価及び公正価値に重要性はありません。

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、原価法により評価される市場性のない有価証券

に対する投資額は、それぞれ52,009百万円及び50,681百万円です。

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、上記投資額のうち減損の評価を行っていない投

資の簿価は、それぞれ51,843百万円及び50,668百万円です。減損の評価を行わなかったのは、投資の

公正価値を見積ることが実務上困難なこと、及び投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や

状況の変化が見られなかったためです。

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間において、市場性のある持分証券及び市場性の

ない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評価損の金額に重要性はありません。また、2012

年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間において、これらの金額に重要性はありません。
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５．棚卸資産

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在における棚卸資産の内容は、以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 2013年３月31日現在  2013年12月31日現在

製品 331,107  407,960

仕掛品 494,361  545,420

原材料 177,640  193,318

 1,003,108  1,146,698

　

　

６．未払退職及び年金費用

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

 (単位：百万円)

 2012年度

第３四半期連結累計期間

 2013年度

第３四半期連結累計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 40,410  44,079 

予測給付債務に対する利息費用 25,832  25,580 

年金資産の期待収益 △17,603  △21,184 

過去勤務費用償却額 △2,630  △2,678 

認識された保険数理上の損失 28,193  20,503 

期間純退職及び年金費用 74,202  66,300 

　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

 (単位：百万円)

 2012年度

第３四半期連結会計期間

 2013年度

第３四半期連結会計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 13,380  14,708 

予測給付債務に対する利息費用 8,606  8,560 

年金資産の期待収益 △5,871  △7,093 

過去勤務費用償却額 △882  △882 

認識された保険数理上の損失 9,398  6,836 

期間純退職及び年金費用 24,631  22,129 
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７．その他の収益及びその他の費用

為替換算差益

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における為替換算差益は、それぞれ5,138百万

円及び17,071百万円です。また、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における為替換

算差益は、それぞれ15,352百万円及び12,516百万円です。　

　

有価証券売却損

　2012年度第３四半期連結累計期間における有価証券売却損に重要性はありません。2013年度第３四

半期連結累計期間における有価証券売却損は、11,068百万円です。これは主に、海外子会社の売却に

よる為替換算調整勘定の影響によるものです。また、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計

期間における有価証券売却損に重要性はありません。

　

固定資産売廃却損益

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における固定資産売廃却損益は、それぞれ

6,224百万円(利益)及び3,537百万円(損失)です。2012年度第３四半期連結累計期間においては、固定

資産売却益13,868百万円及び固定資産売廃却損7,644百万円が計上されています。2013年度第３四半

期連結累計期間においては、固定資産売却益2,072百万円及び固定資産売廃却損5,609百万円が計上さ

れています。また、2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における固定資産売廃却損益

は、それぞれ9,676百万円(利益)及び1,408百万円(損失)です。2012年度第３四半期連結会計期間にお

いては、固定資産売却益11,326百万円及び固定資産売廃却損1,650百万円が計上されています。2013

年度第３四半期連結会計期間においては、固定資産売却益194百万円及び固定資産売廃却損1,602百万

円が計上されています。

　

８．法人税等

　当社の当連結会計年度における法定実効税率は38.0％です。2012年度及び2013年度の各第３四半期

連結累計期間における四半期連結損益計算書上の見積実効税率は、それぞれ30.4％及び36.7％です。

2012年度第３四半期連結累計期間における法定実効税率と見積実効税率との乖離は、税負担率の低い

海外子会社の影響等によるものです。2013年度第３四半期連結会計期間において、見積実効税率で計

算された税金費用に加えて、過年度に計上した評価引当金の見直しを行った影響が含まれていま

す。　
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９．資本の部

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の変動額は、

以下のとおりです。 

　

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2012年３月31日現在残高 863,481  366,730  1,230,211

非支配持分との資本取引

及びその他
△2,025

 
50,223

 
48,198

当社株主への配当金 △33,878  ―  △33,878

非支配持分への配当金 ―  △4,227  △4,227

四半期包括利益： 　  　  　

四半期純利益 54,521　 　 8,845 　 63,366

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
　
　

　
　

　

未実現有価証券評価損益 1,978  2,507  4,485

外貨換算調整額 43,050  21,128  64,178

年金負債調整額 15,776  △325  15,451

未実現デリバティブ評価損益 △3,678  △194  △3,872

四半期包括利益 111,647　  31,961　  143,608　

自己株式の取得及び処分(純額) △25　  －　  △25　

2012年12月31日現在残高 939,200　  444,687　  1,383,887　

　

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2013年３月31日現在残高 1,034,268  381,809  1,416,077

非支配持分との資本取引

及びその他
163

 
161

 
324

当社株主への配当金 △33,878  ―  △33,878

非支配持分への配当金 ―  △4,292  △4,292

四半期包括利益： 　  　  　

四半期純利益 38,675　 　 9,576 　 48,251

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
　
　

　
　

　

未実現有価証券評価損益 32,929  4,738  37,667

外貨換算調整額 134,324  26,681  161,005

年金負債調整額 14,757  777  15,534

未実現デリバティブ評価損益 170  △45  125

四半期包括利益 220,855　  41,727　  262,582　

自己株式の取得及び処分(純額) △110　  ―　  △110　

2013年12月31日現在残高 1,221,298　  419,405　  1,640,703　
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　2013年度第３四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額の変動は、以下のとおりです。

　

       (単位：百万円)

 
未実現
有価証券
評価損益　

 
外貨換算
調整額　

 
年金負債
調整額　

 
未実現

デリバティブ
評価損益　

 合計

期首残高 78,165  △219,548  △301,584  △973  △443,940

組替前その他の包括利

益
34,115

 
124,610

 
3,550

 
1,685

 
163,960

その他の包括損失累計

額からの組替金額　
△1,186

 
9,714

 
11,207

 
△1,515

 
18,220

純変動額 32,929  134,324  14,757  170  182,180

四半期末残高 111,094　 　 △85,224　 　△286,827　 　 △803 　 △261,760
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　2013年度第３四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替えられた金額は、

以下のとおりです。

　

 (単位：百万円)

 
その他の包括損失
累計額からの組替金額

 四半期連結損益計算書に影響する項目

未実現有価証券評価損益 　  　

　 △1,840  その他の収益　

　 654  法人税等　

　 △1,186  非支配持分控除前四半期純利益　

　 ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 △1,186 　当社株主に帰属する四半期純利益　

外貨換算調整額 　  　

　 9,739  その他の費用　

　 ―  法人税等　

　 9,739  非支配持分控除前四半期純利益　

　 25  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 9,714 　当社株主に帰属する四半期純利益　

年金負債調整額 　 　 　

　 17,825  (注)１

　 △6,292  法人税等

　 11,533  非支配持分控除前四半期純利益

　 326  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 11,207  当社株主に帰属する四半期純利益

未実現デリバティブ評価損益　 　  　

　 △2,640  その他の収益

　 975　  法人税等

　 △1,665　  非支配持分控除前四半期純利益

　 △150　  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 △1,515  当社株主に帰属する四半期純利益

組替金額合計

－税効果及び非支配持分調整

後　

18,220　

 　

　

　(注)　１．期間純退職及び年金費用に含まれています。詳細については、注記６．にて開示しています。

　　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　　(増加)を示しています。
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　2013年度第３四半期連結会計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替えられた金額は、

以下のとおりです。

 

　 (単位：百万円)

　
その他の包括損失
累計額からの組替金額

　 四半期連結損益計算書に影響する項目

未実現有価証券評価損益 　  　

　 △1,831  その他の収益　

　 651  法人税等　

　 △1,180  非支配持分控除前四半期純利益　

　 ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 △1,180 　当社株主に帰属する四半期純利益　

外貨換算調整額 　 　 　

　 ― 　―　

　 ― 　法人税等

　 ― 　非支配持分控除前四半期純利益

　 ― 　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 ― 　当社株主に帰属する四半期純利益

年金負債調整額 　 　 　

　 5,954 　(注)１

　 △2,102 　法人税等

　 3,852 　非支配持分控除前四半期純利益

　 108 　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 3,744 　当社株主に帰属する四半期純利益

未実現デリバティブ評価損益　 　 　　

　 △1,033 　その他の収益

　 365　 　法人税等

　 △668　 　非支配持分控除前四半期純利益

　 △2　 　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

　 △666 　当社株主に帰属する四半期純利益

組替金額合計

－税効果及び非支配持分調整

後　

1,898　

　　

　

　(注)　１．期間純退職及び年金費用に含まれています。詳細については、注記６．にて開示しています。

　　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　　(増加)を示しています。
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10．１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における当社株主に帰属する四半期純利益に関

する基本的１株当たり四半期純利益の計算における分子と分母の調整表は、以下のとおりです。

  　  (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結累計期間
 

2013年度
第３四半期連結累計期間

当社株主に帰属する四半期純利益  54,521    38,675  

        

  　  (単位：千株)

 
2012年度

第３四半期連結累計期間
 

2013年度
第３四半期連結累計期間

加重平均発行済普通株式数  4,234,920    4,234,703  

        

  　  (単位：円)

 
2012年度

第３四半期連結累計期間
 

2013年度
第３四半期連結累計期間

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
 12.87    9.13  

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における当社株主に帰属する四半期純利益に関

する基本的１株当たり四半期純利益の計算における分子と分母の調整表は、以下のとおりです。

  　  (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結会計期間
 

2013年度
第３四半期連結会計期間

当社株主に帰属する四半期純利益  29,375    17,143  

        

  　  (単位：千株)

 
2012年度

第３四半期連結会計期間
 

2013年度
第３四半期連結会計期間

加重平均発行済普通株式数  4,234,884    4,234,630  

        
　

  　  (単位：円)

 
2012年度

第３四半期連結会計期間
 

2013年度
第３四半期連結会計期間

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
 6.94    4.05  

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。
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11．金融商品

(1）金融派生商品

　当社グループは国際的に事業を営んでいるため、外国為替レート及び金利の変動による市場リス

クがあります。当社グループは通常のリスク管理の一環として、主に先物為替予約、金利スワップ

契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションといった様々な金融派生商品をリスクを軽減するため

に利用しています。当社グループは、金融派生商品のリスク管理、承認、報告及び監視に係る方針

及び規程を有しています。当社グループの方針はトレーディング目的の金融派生商品の保有または

発行を禁止しています。

　当社グループは金融派生商品取引の契約相手先による契約不履行の場合に生ずる信用リスクにさ

らされていますが、当社グループの金融派生商品取引の契約相手先は主として信用力の高い金融機

関であり、かつ相手先を多数に分散しています。したがって金融派生商品取引の契約相手先の契約

不履行による損失の発生はほとんどないと考えています。

　当社グループは、外貨建資産及び負債に係る為替相場変動のヘッジを目的とした先物為替予約を

金融機関と行っています。外貨建売掛金及び買掛金並びに将来の外貨建取引契約に関連する先物為

替予約は、主として期末後数年以内に期限が到来します。

　金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、対応する社債及び借入金並びに外

貨建売掛金及び買掛金に関連して外国為替レート及び金利の変動から生ずる当社グループの損失発

生リスクを限定する目的で締結されます。これらの契約は2014年から2020年の間に期限が到来しま

す。

　先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、下記のとおり、一

部を除いて、外貨建売掛金及び買掛金あるいは将来取引に係る契約及びヘッジ対象となる社債及び

借入金の金利の性格に従い、公正価値ヘッジもしくはキャッシュ・フロー ヘッジのいずれかに指

定されます。

公正価値ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨スワップ契約は、外貨建売掛金及び買掛金の公正

価値の変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、社債及び借入金の固定金利部分を変動金利相当に

変更するのに有効です。

　公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ対象の帳簿価格の

変動額と相殺されるため、損益に与える影響はありません。 

キャッシュ・フロー ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨オプションは、それぞれ向こう７年間及び１年間

にわたり将来の外貨建取引契約から生ずるキャッシュ・フローの変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、向こう６年間にわたり社債及び借入金の変動金利

部分を固定金利相当に変更するのに有効です。

　当社グループは、今後12ヶ月間に外貨建売掛金の回収及び外貨建買掛金の支払い並びに変動金利

付債務の利払いに応じて、金融派生商品に係る損失純額114百万円がその他の包括損失累計額から

当社株主に帰属する当期純利益(損失)へ組み替えられると予想しています。

ヘッジとして指定されていない金融商品

　当社グループは、為替及び金利の変動によるリスクを管理するために、先物為替予約、金利ス

ワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションを締結しています。これらの契約のうち、一部

についてはヘッジ会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしていませんが、経済的観

点からはヘッジとして有効と判断しています。

　これらのヘッジ指定されていない金融派生商品の公正価値の変動は、ただちに収益または費用と

して認識されます。　
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　2013年３月31日及び2013年12月31日現在における当社グループの先物為替予約の契約残高、金利

スワップ契約の想定元本総額、通貨スワップ契約の元本総額及び通貨オプション残高は、以下のと

おりです。

   (単位：百万円)

 2013年３月31日現在  2013年12月31日現在

先物為替予約        

　外貨売契約  110,637    101,910  

　外貨買契約  94,190    70,815  

金利スワップ契約  543,520    529,150  

通貨スワップ契約  123,376    80,981  

通貨オプション  25,955    214,486  

(2）金融商品の公正価値

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在における金融商品の公正価値及び四半期連結貸借対照表

計上科目は、以下のとおりです。　

   　  (単位：百万円)

 

 計上科目

  2013年

３月31日現在

  2013年

12月31日現在

ヘッジ指定の

金融派生商品：

資産：

 

　 　

 

　  

 

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資

産
　 　

 2,733
　 　

 1,890

通貨オプション 前払費用及びその他の流動資

産
　 　

 616
　 　

 －

　 　 　 　 　 　 　 　

負債：  　 　  　 　  

先物為替予約 その他の流動負債 　 　 △1,492 　 　 △891

金利スワップ契約 その他の流動負債 　 　  △143 　 　  △64

　

通貨スワップ契約

通貨オプション　

その他の固定負債

その他の流動負債

その他の固定負債　

　 　

 △3,547

－

－

　 　

 △1,863

△146

△1
 

ヘッジ指定以外の

金融派生商品：

 

　 　

 

　 　

 

資産：  　 　  　 　  

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資

産
　 　

 2,193
　 　

 870

通貨スワップ契約 前払費用及びその他の流動資

産
　 　

－
　 　

 230

　 　 　 　 　 　 　 　

負債：  　 　  　 　  

先物為替予約 その他の流動負債 　 　 △3,336 　 　 △1,631

金利スワップ契約 その他の固定負債 　 　 △21 　 　 △14

通貨スワップ契約

通貨オプション　

その他の流動負債

その他の流動負債　
　 　

△177

－
　 　

－

△44
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  　 (単位：百万円)

  2013年３月31日現在  2013年12月31日現在

  貸借対照表

計上額

 
公正価値

 貸借対照表

計上額

 
公正価値

金融派生商品以外：         

負債：         

社債及び長期借入金  △1,245,214  △1,252,204  △

1,285,594
 △1,294,084

　

　上記の表は、公正価値が貸借対照表計上額とほぼ同額である金融商品及びリース関連の金融商品

を除いています。また、投資有価証券及びその他の投資に関しても、注記４．にて開示されている

ため上記の表から除いています。

　当社グループは、これらの金融商品の公正価値を見積るに当たって、期末時点での市場情勢とリ

スクの見積りに基づいた種々の方法及び仮定を用いています。

　現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金並びに未払金及び

未払費用を含む一定のものは、その大部分が満期までの期間が短いため、貸借対照表計上額と公正

価値はほぼ同額であるとみなしています。

　投資有価証券及びその他の投資の一部は、公表されている市場価格を用いています。　

　社債及び長期借入金の公正価値は、公表されている市場価格により、あるいは公表されている市

場価格が存在しない場合には将来のキャッシュ・フローの見積現在価値により見積り、レベル２又

はレベル３に分類しています。

　その他の金融商品の公正価値の決定には、将来キャッシュ・フローの見積現在価値及び再取得価

額等の手法が用いられています。

　これらの公正価値は、必ずしも期末日現在での市場における実現可能額を示していません。  

 2012年度第３四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

　         (単位：百万円)

　

その他の包括

利益(△損失)

　

　

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

　

　

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

　 計上額 　 計上科目 　 計上額 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 △2,773 　 その他の収益 　 148 　 その他の収益 　 636

　金利スワップ契約 △1,063 　 　　 　　 　 　 　

　通貨オプション 306 　 　　 　　 　 　 　

　

ヘッジ指定外の金融派生商品：

　 (単位：百万円)

　 損益認識額

　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 その他の費用 　 △1,139
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 2013年度第３四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

　         (単位：百万円)

　

その他の包括

利益(△損失)

　

　

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

　

　

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

　 計上額 　 計上科目 　 計上額 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 977 　 その他の収益 　 1,455 　 その他の収益 　 375

　金利スワップ契約 1,133 　 　　 　　 　 　 　

　通貨オプション △425 　 その他の収益 　 60 　 その他の収益 　 50

　

ヘッジ指定外の金融派生商品：

　 (単位：百万円)

　 損益認識額

　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約

　通貨オプション

その他の費用

その他の費

用　 　

△2,004

△42
　

 2012年度第３四半期連結会計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

　         (単位：百万円)

　

その他の包括

利益(△損失)

　

　

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

　

　

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

　 計上額 　 計上科目 　 計上額 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 △2,853 　 その他の収益 　 179 　 その他の収益 　 217

　金利スワップ契約 △29 　 　　 　　 　 　 　

　通貨オプション △151 　 　　 　　 　 　 　

　　

ヘッジ指定外の金融派生商品：

　  (単位：百万円)

　 　 損益認識額

　 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 　 その他の費用 　 △3,183
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 2013年度第３四半期連結会計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

　         (単位：百万円)

　

その他の包括

利益(△損失)

　

　

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

　

　

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

　 計上額 　 計上科目 　 計上額 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約 222 　 その他の収益 　 705 　 その他の収益 　 182

　金利スワップ契約 △149 　 　　 　　 　 　 　

　通貨オプション △119 　 その他の費用 　 △39 　 その他の費用 　 △33

　　

ヘッジ指定外の金融派生商品：

　  (単位：百万円)

　 　 損益認識額

　 　 計上科目 　 計上額

　先物為替予約

　通貨オプション 　

その他の費用

その他の費

用　 　

△1,029

△42
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12．契約債務及び偶発債務

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在における有形固定資産の購入に係る契約債務及びライセン

ス等に係る無条件購入義務の合計は、それぞれ26,005百万円及び38,500百万円です。

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、注記13．にて開示されている保証債務以外の偶

発債務は、それぞれ341百万円及び296百万円であり、手形の割引に係る遡及義務等が含まれていま

す。　

　

13．保証
 非連結関係会社及び第三者の借入に対する保証  

　当社グループは、非連結関係会社及び外部の第三者に対して、当社グループの製品・サービスの販

売を支援するために借入及びある種の金融債務に対して保証を付しています。これらの債務保証は、

2013年３月31日現在では2013年から2023年にかけて、2013年12月31日現在では2014年から2023年にか

けて期限が到来するか、あるいは、保証履行による支払または保証の取消により終了します。保証履

行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じることになります。2013年３月31日及び

2013年12月31日現在において、これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ328,971百

万円及び60,958百万円です。

 従業員の住宅ローンに対する保証  

　当社グループは、従業員の住宅ローンに対して保証を付しています。これらの保証は、2013年3月

31日現在では2013年から2032年にかけて、2013年12月31日現在では2014年から2032年にかけて期限が

到来します。保証履行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じることになります。

2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、

それぞれ4,784百万円及び3,822百万円です。しかしながら、当社グループは、債務保証の履行による

支払の大部分は当社グループの保険によって補塡されると考えています。

 セール・アンド・リースバック取引における残価保証  

　当社グループは、機械装置についてセール・アンド・リースバック取引を行っています。当社グ

ループはこれらの残価保証に関する支払を実行する可能性があります。当該取引におけるオペレー

ティング・リース契約は、2017年９月までの間に終了します。2013年３月31日及び2013年12月31日現

在における残価保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ18,668百万円及び8,795百万円です。

 受取手形及び売掛金の不履行に対する保証  

　当社グループは、受取手形及び売掛金を譲渡する証券化取引を行っています。当社グループは、受

取手形及び売掛金の売却時において、受取手形及び売掛金の不履行が生じた時にそれらを買戻す義務

を負っています。当該受取手形及び売掛金は、通常３ヶ月以内に期限が到来します。2013年３月31日

及び2013年12月31日現在において、当該買戻し義務に対する潜在的な最大支払額は、それぞれ7,172

百万円及び6,829百万円です。

　2013年３月31日及び2013年12月31日現在において、上記に記載した保証に関して計上した負債の金

額に重要性はありません。
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 製品保証  

　製品保証費用の発生見込額は、製品が顧客に販売された時点で未払計上されています。製品保証費

用に対する見積りは、主として過去の経験に基づいてなされています。

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

 (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結累計期
間　

 
2013年度

第３四半期連結累計期
間　

期首残高 40,902  36,081

　増加額 35,739  26,335

　目的使用による減少額 △42,406  △30,459

　外貨換算調整額 992  3,069

四半期末残高 35,227  35,026

　　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

　 (単位：百万円)

 
2012年度

第３四半期連結会計期
間　

 
2013年度

第３四半期連結会計期
間　

四半期首残高 35,616  33,471

　増加額 8,889  7,683

　目的使用による減少額 △11,728  △8,055

　外貨換算調整額 2,450  1,927

四半期末残高 35,227  35,026
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14．訴訟事項

　2007年１月、欧州委員会は、ガス絶縁開閉装置市場における欧州競争法違反行為があったとして、

当社を含む19社に課徴金を賦課することを決定したため、2007年４月にEU一般裁判所に決定の取消し

を求めて訴訟を提起しました。2011年７月、同裁判所は、当社に対する課徴金を全て取消しました

が、欧州競争法違反行為があったとする欧州委員会の決定を支持したため、同年９月、当社は、EU司

法裁判所に上訴しました。2012年６月、欧州委員会は、上述の判決により取消された課徴金を算定し

直し、当社に対し56.8百万ユーロ、これに加えて三菱電機株式会社と連帯して4.65百万ユーロの課徴

金を再賦課することを決定したため、同年９月、当社は、この決定に関する手続及びその内容が不当

であるとして、EU一般裁判所へ提訴し争っています。なお、当社による欧州競争法違反行為の有無に

ついては、2013年12月にEU司法裁判所により、欧州委員会の決定を支持する最終判断が下されたた

め、当社は、上記課徴金に対して合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。　　

　2011年２月、防衛省は、当社と防衛省の間で締結された「F-15用偵察システム」に関する開発製造

請負契約につき一方的に解除の通知を行いました。2011年７月、当社は、この防衛省による解除を不

当として、既に完成している部分についての代金等約9,319百万円の支払いを求める訴訟を東京地方

裁判所に提起しました。2012年10月、防衛省は当該契約の解除に基づく違約金請求の反訴を提起しま

した。当社は契約に基づき適正に業務を遂行しており当該契約解除及び違約金請求は不当なものと考

えているため、訴訟において当社の考えを主張していきます。　

　2006年12月以降、米国において、当社グループ等に対し、液晶ディスプレイ関連製品の購入者等か

ら米国競争法違反の疑いを理由に損害賠償を求める訴訟が提起され、このうち集団訴訟については原

告との間で和解に合意しましたが、個別企業等との訴訟は係属しています。液晶ディスプレイ事業に

おいて当社グループは一切の違法行為はないと考えているため、当社の主張が認められるよう、あら

ゆる法的手段を用いて対応を進めていきます。　

　2012年12月、欧州委員会は、テレビ用カラーブラウン管市場における欧州競争法違反行為があった

として、当社に対し約28百万ユーロ、これに加えてパナソニック株式会社及びMT映像ディスプレイ株

式会社と連帯して約87百万ユーロの課徴金を賦課することを決定しました。しかし、当社の調査で

は、当社はかかる欧州競争法に違反する行為を行っていないため、2013年２月、EU一般裁判所へ提訴

しました。

　2013年11月、日本郵便株式会社は、郵便番号自動読取区分機類入札に関して、当社及び日本電気株

式会社に対して、独占禁止法違反を理由とする損害賠償を求める訴訟を提起し、当社に対し約3,756

百万円及びその遅延損害金の支払いを求めています。これは、2010年12月に公正取引委員会による排

除措置命令が確定したことを受けたものですが、当社としては、日本郵便株式会社の主張する損害と

当社の行為との間に因果関係がなく、日本郵便株式会社の請求は不当なものと考えているため、訴訟

において当社の考えを主張していきます。　　 

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、訴訟やその他の法的手続に関与し、当局

による調査を受けています。地域ごとの裁判制度等の違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくい

ものであることから、通常の想定を超えた金額の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。こ

のため、これらについて当社グループに不利益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当

社グループの事業、業績や財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　しかしながら、当社グループは現在、これらすべての争訟について十分かつ正当な抗弁ができるも

のと確信しています。当社グループ及び当社グループの法律顧問が現在知りうるかぎり、これらの争

訟は当社グループの財政状態及び経営成績に直ちに重大な影響を及ぼすものではないと当社グループ

は確信しています。　
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15．企業結合

　㈱ニューフレアテクノロジー　　

　当社は、2012年12月26日、当社の持分法適用会社であった㈱ニューフレアテクノロジー(以下

「NFT」という。)の発行済株式の約8.8％を約5,886百万円で追加取得しました。これに伴い、当社

は、NFTの全発行済株式の50％超を確保し、NFTを連結子会社としました。

　NFTは高度な技術を要する半導体製造装置を製造・販売していますが、当社と関連技術の開発にお

いて関係が強く、今後も技術的に優れた製品を市場へ安定的に供給していくため、当社からの技術支

援及び経営面でのサポート並びに高度技術を安定的に保持する必要があると判断しました。

　当社は、ASC 805「企業結合」(以下「ASC 805」という。)に基づき、取得した資産及び引き受けた

負債への取得金額の配分を実施しました。

　取得金額、既保有持分及び非支配持分並びに取得した識別可能な資産及び負債の取得日現在の公正

価値の要約表は以下のとおりです。

　 (単位：百万円)

　 取得日現在

取得金額 5,886

既保有持分　 25,886

非支配持分　 31,439

合計 63,211

　 　

流動資産 53,194

固定資産 4,880

償却無形資産 26,839

流動負債 22,796

固定負債 16,687

識別可能純資産合計 45,430

　

　取得した識別可能な無形資産は、主に技術に基づく無形資産です。これらの無形資産の加重平均償

却期間は約8.9年です。　

　取得金額、既保有持分及び非支配持分から取得した識別可能な資産及び負債の公正価値の合計を差

し引いた差額の17,781百万円をのれんに計上しており、計上されたのれんは電子デバイス部門に配分

されています。なお、追加取得前に当社が保有していた持分の簿価は9,466百万円であり、追加取得

時の市場価格により再測定した公正価値との差額は損益として認識しています。

　NFTの経営成績は、2012年度第３四半期連結会計期間より当社の連結損益計算書に含まれていま

す。2012年度の当社の連結損益計算書に含まれているNFTの売上高は13,319百万円であり、当期純利

益は2,579百万円です。
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IBMのリテール・ストア・ソリューション事業

　当社の連結子会社である東芝テック㈱(以下「テック」という。)は、2012年４月17日(日本時間)に

米国法人IBM社(International Business Machines Corporation、以下「IBM」という。)と同社のリ

テール・ストア・ソリューション事業(以下「RSS事業」という。)を850百万米ドルで取得する契約を

締結し、同年７月31日(米国東部時間)に当該事業を取得しました。

　事業の取得は、当該契約に基づき、日本に持株会社(東芝グローバルコマースソリューション・

ホールディングス㈱、以下「持株会社」という。)及び、その傘下に、米国をはじめとする44の国・

地域において新会社及び支店が設立され、その新会社を通じて行われました。なお、当該持株会社に

対する出資比率はテックが80.1％、IBMの子会社であるIBM Taiwan Holdings B.V.(以下「IBM

Taiwan」という。)が19.9％となっています。

　事業取得の対価については価格調整条項に基づき、当初の契約における850百万米ドルから797百万

米ドルとなりました。このうち、取得対価総額の80.1％相当が当四半期報告書提出日現在までに支払

われました。また、2015年７月31日に、IBM Taiwanが保有する19.9％相当の株式の買取において支払

が行われ、その最終の支払と同時に持株会社はテックの完全子会社になります。

　テックは、RSS事業取得後、米州、欧州、日本、アジアなど全世界で成長著しいリテールソリュー

ション市場において、高水準の商品・ソリューションをグローバルに展開し、顧客に新しい価値を提

供するリテールPOSシステムのリーディング・カンパニーとなります。

　当社は、ASC 805に基づき、取得した資産及び引き受けた負債への取得金額の配分を実施しまし

た。

　取得金額及び非支配持分並びに取得した識別可能な資産及び負債の取得日現在の公正価値の要約表

は以下のとおりです。　

　 (単位：百万円)

　 取得日現在

取得金額 49,903

非支配持分　 12,398

合計 62,301

　 　

流動資産 3,953

固定資産 47,164

流動負債 9,511

固定負債 147

識別可能純資産合計 41,459

　

取得した識別可能な無形資産は以下のとおりです。　

　 (単位：百万円) 　

顧客関連無形資産 27,684 (加重平均償却期間　17.0年)

技術関連無形資産 14,071 (加重平均償却期間　15.7年)

ブランドネーム 1,954 (加重平均償却期間　 － 年)

　

　取得金額及び非支配持分から取得した識別可能な資産及び負債の公正価値の合計を差し引いた差額

の20,842百万円をのれんに計上しており、計上したのれんはコミュニティ・ソリューション部門に配

分されています。

　IBMのRSS事業の経営成績は、2012年度第２四半期連結会計期間より当社の連結損益計算書に含まれ

ています。2012年度の当社の連結損益計算書に含まれているIBMのRSS事業の売上高は45,992百万円で

あり、当期純利益は708百万円です。
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　2012年４月１日時点でこれらの企業結合が行われたと仮定した場合のプロフォーマ情報(非監査)は

以下のとおりです。

　 　 (単位：億円)

　

2012年度

第３四半期連結累計期

間　

売上高 　 40,962　

当社株主に帰属する四半期純利益 　 555　

　

　

Vijai Electricals Ltd.の電力・配電用変圧器及び開閉装置事業

　当社は、2013年９月６日(日本時間)にインド法人Vijai Electricals Ltd.(以下「Vijai社」とい

う。)と同社の電力・配電用変圧器及び開閉装置事業(以下「T&D事業」という。)を約137億インドル

ピーで取得することで合意し、同年12月27日に当該事業を取得しました。

　事業の取得は、当該合意に基づき、当社はインドに新会社(現在の東芝電力流通システム・インド

社、以下「新会社」という。)を設立し、新会社がVijai社の保有するT&D事業を取得することで行わ

れました。

　Vijai社は1973年に配電用変圧器の製造・販売会社として設立されて以降、高い生産・品質水準を

確立することで成長し、2006年には、電力用変圧器事業や開閉装置事業などに参入するなど、T&D関

連で事業規模・事業範囲を拡大してきました。配電用変圧器については現在インド国内でトップシェ

アを持っており、欧州・アフリカ諸国などグローバルに事業を展開しています。

　新会社は、Vijai社から買収したT&D事業に当社が保有する最新鋭の設計・製造技術と製品ライン

アップを加えることにより、インド国内のみならずグローバルにT&D製品を供給できる体制を確立し

ます。

　当社は、ASC 805に基づき取得価額の配分を実施していますが、当四半期報告書提出日現在では完

了していません。
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16．セグメント情報

　以下に報告されているセグメント情報は、そのセグメントの財務情報が入手可能であり、マネジメ

ントが経営資源の配分の決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、セグメント別の営業利益(損失)を各部門の業績評価に使用しています。当社グ

ループの営業利益(損失)は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出してい

ます。事業構造改革費用及び固定資産売廃却損益等は、当社グループの営業利益(損失)には含まれて

いません。

　なお、当社グループは、2013年10月１日付で、事業グループを「デジタルプロダクツ」、「電子デ

バイス」、「社会インフラ」、「家庭電器」から、「電力・社会インフラ」、「コミュニティ・ソ

リューション」、「ヘルスケア」、「電子デバイス」、「ライフスタイル」に再編しました。

　その結果、各部門の主な内容は以下のとおり変更となりました。

＜再編前＞　

　(1) デジタルプロダクツ………パソコン、POSシステム、複合機、映像機器等

　(2) 電子デバイス………………半導体、ハードディスク装置等

　(3) 社会インフラ………………エネルギー関連機器、医用機器、ITソリューション、昇降機等

　(4) 家庭電器……………………冷蔵庫、洗濯乾燥機、照明器具、空調機器等

　(5) その他………………………物流サービス等　

　　＜再編後＞

　　 (1) 電力・社会インフラ………エネルギー関連機器、交通システム等

    (2) コミュニテイ・ソリューション………昇降機、照明器具、空調機器等のビルファシリティ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　POSシステム、複合機等　

　  (3) ヘルスケア…………………医用機器、ヘルスケアソリューション等

　  (4) 電子デバイス………………半導体、ハードディスク装置等

　  (5) ライフスタイル……………パソコン、映像機器、冷蔵庫、洗濯乾燥機等

    (6) その他………………………クラウドソリューション、物流サービス等

　　以上に伴い、2013年９月30日以前の業績を、再編後の現組織ベースに組み替えて表示していま

す。　　　

　

事業の種類別セグメント情報
　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における事業の種類別セグメント情報は以下の

とおりです。

　　

2012年度第３四半期連結累計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニテ
ィ・ソリュ
ーション
（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス　
(百万円)　

ライフ
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万
円）　

連結
（百万円）

売上高                                     

(1) 外部顧客に

対する売上高
1,059,452 748,858 253,511 898,316 919,814 163,009 4,042,960 ― 4,042,960

(2) セグメント間

　　の内部売上高

　　又は振替高

41,285 34,723 1,503 63,932 34,416 187,826 363,685 △363,685 ―

合　計 1,100,737 783,581 255,014 962,248 954,230 350,835 4,406,645 △363,685 4,042,960

営業利益(△損失) 54,155 13,970 13,092 55,265 △28,928 △8,227 99,327 △1,062 98,265

　

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

52/59



2013年度第３四半期連結累計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニテ
イ・ソリュ
ーション
（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス
（百万円）

ライフ
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1) 外部顧客に

対する売上高
1,117,164 876,908 267,133 1,247,485 925,629 154,477 4,588,796 ― 4,588,796

(2) セグメント間

　　の内部売上高

又は振替高

61,421 38,916 1,783 66,001 42,597 193,187 403,905 △403,905 ―

合　計 1,178,585 915,824 268,916 1,313,486 968,226 347,664 4,992,701 △403,905 4,588,796

営業利益(△損失) 4,270 16,164 14,449 168,642 △41,362 △8,931 153,232 115 153,347

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント情報は以下の

とおりです。

　

2012年度第３四半期連結会計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニテ
ィ・ソリュ
ーション
（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス
（百万円）

ライフ　
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1) 外部顧客に

対する売上高
336,829 261,480 76,985 313,699 320,795 47,262 1,357,050 ― 1,357,050

(2) セグメント間

   の内部売上高

又は振替高

15,643 9,776 507 19,476 7,610 62,674 115,686 △115,686 ―

合　計 352,472 271,256 77,492 333,175 328,405 109,936 1,472,736 △115,686 1,357,050

営業利益(△損失) 13,304 6,405 3,497 27,973 △17,043 △4,151 29,985 △417 29,568

2013年度第３四半期連結会計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニテ
ィ・ソリュ
ーション
（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス
（百万円）

ライフ　
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1) 外部顧客に

対する売上高
371,735 303,647 82,572 400,083 343,771 47,781 1,549,589 ― 1,549,589

(2) セグメント間

   の内部売上高

又は振替高

23,743 12,409 526 22,304 13,092 62,804 134,878 △134,878 ―

合　計 395,478 316,056 83,098 422,387 356,863 110,585 1,684,467 △134,878 1,549,589

営業利益(△損失) △9,077 7,677 4,470 54,891 △4,652 △5,535 47,774 0 47,774

（注）１．セグメント間の取引においては独立企業間価格を用いています。

　　　２．当社及び国内子会社における有形固定資産の減価償却の方法は、これまで主として定率法を採用していま

したが、2013年４月１日より定額法に変更しています。この変更により、従来の方法と比較して、2013年

度第３四半期連結累計期間におけるセグメント別の営業利益は、電子デバイスで19,687百万円、電力・社

会インフラで2,232百万円増加しています。それ以外のセグメントについては、金額に重要性はありませ

ん。2013年度第３四半期連結会計期間におけるセグメント別の営業利益は、電子デバイスで8,295百万円、

電力・社会インフラで989百万円増加しています。それ以外のセグメントについては、金額に重要性はあり

ません。　　
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　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と税金等調整前四半期純利益との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

　 　 2012年度　　 　 2013年度　　 　

  
第３四半期連結累計期

間　
 

第３四半期連結累計期
間　

 

セグメント別営業利益(△損失)の合計  99,327  153,232  

消去又は全社  △1,062  115  

小計　  98,265  153,347  

受取利息及び配当金  7,774  8,917  

持分法による投資利益  12,887  8,922  

その他の収益  66,454  45,225  

支払利息  △24,273  △25,197  

その他の費用  △70,064  △100,210  

税金等調整前

四半期純利益
 91,043  91,004 　

　      　　

　

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と税金等調整前四半期純利益との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

　 　 2012年度　　 　 2013年度　　 　

  
第３四半期連結会計期

間　
 

第３四半期連結会計期
間　

 

セグメント別営業利益(△損失)の合計  29,985  47,774  

消去又は全社  △417  0  

小計　  29,568  47,774  

受取利息及び配当金  3,324  4,205  

持分法による投資利益  3,688  3,279  

その他の収益  38,720  20,025  

支払利息  △7,779  △9,013  

その他の費用  △19,214  △27,157  

税金等調整前

四半期純利益
 48,307  39,113 　
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地域別セグメント情報

売上高

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結累計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

                                                          (単位：百万円)

　 　 2012年度 　 2013年度 　

  第３四半期連結累計期間 第３四半期連結累計期間  

日本　  1,783,712  1,782,176  

海外  2,259,248  2,806,620  

アジア  772,978  1,055,370  

北米  752,418  838,529  

欧州  507,112  638,167  

その他  226,740  274,554  

合計  4,042,960  4,588,796  
      

　2012年度及び2013年度の各第３四半期連結会計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

　 　 2012年度 　 2013年度 　

  第３四半期連結会計期間 第３四半期連結会計期間  

日本  568,381  611,810  

海外  788,669  937,779  

アジア  250,657  382,980  

北米  283,033  244,939  

欧州  181,710  220,712  

その他  73,269  89,148  

合計  1,357,050  1,549,589  
      

（注）１．個別に開示すべき重要性のある国はありません。

　　　２．単一の外部顧客との取引から得られる収益の金額に重要性はありません。　　
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２【その他】

　訴訟事項については、四半期連結財務諸表に対する注記14．にて記載しています。

　

　2013年10月30日開催の取締役会において、2013年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録をされ

ている株主又は質権者に対し、次のとおり剰余金の配当(中間)を行うことを決定しました。

　　

①１株当たり配当金 　４円

②配当金総額 　16,938,686,688円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　2013年12月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

2014年２月10日

株式会社東芝

代表執行役社長　田中　久雄　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 濵　　　尾　　　　宏　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　　川　　達　　仁　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉　　　田　　　　靖　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷　　渕　　将　　人　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東芝の2013年４月１日から2014年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(2013年10月１日から2013年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2013年４月１日から2013年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に対する注

記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定

により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(四半期連結財務諸表に対する注記１

及び２参照)に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準(四半期連結財務諸表に対する注記１及び２参照)に準拠して、株

式会社東芝及び連結子会社の2013年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会

計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項　

　四半期連結財務諸表に対する注記２．主要な会計方針の要約４)に記載されているとおり、会社は

2013年４月１日より減価償却方法を変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。　

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上　
 
　(注)　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。
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